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【対論と質疑応答】
鈴木：それでは，残りの時間を意見交換と質疑に充てたいと思います。まず，私の方から内
野先生に二点ほどご質問を致しまして，その後はフロアの皆さまから時間の許す限りご質問
を頂くことにしたいと思います。
　内野先生に伺いたいことの第一点目ですが，─ 今回，多文化共生施策について詳しくご
紹介頂きましたが，その中で果す国の役割というのが余り見えてこなかったように思います。
国の省庁はどのように自治体の多文化共生行政に関わっていくのか。或いは関わってこな
いのか。総務省に関しては先ほど言及して頂きましたけれども，それ以外の省庁，例えば厚
生労働省は労働基準監督署とか，或いはハローワークといった組織を所管しているわけです。
その他，法務省は入国管理局を所管しておりますね。新宿区の観点からみて，どういう省庁
が多文化共生にどういうかたちで関与しているのかを教えて頂きたい，というのが第一点目
のご質問です。
　二点目は，多文化共生施策を実施するに当たって，区議会や区民の理解をどうやって得て
おられるのか，という点です。
新宿区は予算的にも人員的にも
他の区と比べて優れた多文化共
生施策を実施しておられますが，
それを実施するためには区議会
や区民の理解が不可欠だと思い
ます。おそらくどの自治体でも
「外国人よりも日本人を優先し
ろ」だとかいう意見が出てきや
すいと考えられますが，にもか
かわらず外国人のための施策を
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